
・商工会議所の証明について 

真実かつ正確な貿易に関する証明書の発給を行い、海外取引の円滑化を推進し

ています。商工会議所が発行する貿易関係証明は「商工会議所法（昭和 28 年法

律第 143 号）」に基づくものであり、国内法などに準拠して行われるものです。

申請内容の立証責任は申請者に存し、申請内容が各種法規や規定を逸脱する場

合やその疑義があるものについて、商工会議所は発給を拒否することがありま

す。 

 

発給可能な証明 

1. 一般原産地証明 

産品の国籍証明であり、当該産品の輸入通関時に当該産品の輸入通関時に関

税区分判断などの根拠となる文書です。産品の性能や品質、価格といった

個々の取引にかかる内容を証明するものではありません。 

なお、原産地の認定は、インボイス等の典拠資料と我が国の関税法施行令及

び同規則、関税法基本通達 68-3-5（以下の「原産地の認定基準に関する法令

集」参照）が定める原産地の認定基準に基づいて行われます。 

また、特定原産地証明書の発給は当所では行っておりません。 

特定原産地証明書の詳細は日本商工会議所のホームページをご確認下さい。 

 

2. インボイス証明 

船積関係書類等が書類名義人によって正規に作成され、商工会議所に提示さ

れたことを証明するものです。 

3. サイン証明 

書類上のサインが、商工会議所に有効登録された真正なものであることを証

明するものです。 

4. 会員証明・日本法人証明 

本商工会議所の会員企業又は商業登記された法人企業である事実を証明す

るものです。 

 

注意事項 

・上記１．～４．は全て英文による証明書です。日本語の証明は取り扱っており

ません。 

・虚偽の申告による証明の取得や、証明済み書類の改ざん（無断訂正を含む）が

行われた場合には、登録の抹消や証明発給の停止等の厳しい罰則規定が適用さ

れます。商工会議所の証明制度の趣旨を十分ご理解頂き、真実かつ正確な証明書

の取得と本来の目的に沿ったご利用をお願い致します。 

https://www.jcci.or.jp/international/certificates-of-origin/


原産地の認定基準に関する法令集 

 

【関税法施行令・関税法施行規則・関税法基本通達（抜粋）】 

 

関税法施行令 

（特例申告書の記載事項等） 

第 4 条の 2 法第 7 条の 2 第1 項（申告の特例）に規定する特例申告書（以下単に「特例

申告書」という。）には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

 一 特例申告貨物（法第７条の２第２項に規定する特例申告貨物をいう。以下同じ。） 

（法第４条第 1項第2 号（課税物件の確定の時期）に係る同項ただし書の規定の適用

を受ける場合には、当該特例申告貨物の原料として使用された外国貨物。第 3 号及び

第 4 号を除き、以下この条において同じ。）の記号、番号、品名並びに課税標準となる

べき数量及び価格 

 二 特例申告貨物の原産地 

  （第 3号～第 12号 略） 

（第 2項及び第3 項 略） 

4 第 1 項第 2 号に規定する原産地とは、次の各号に掲げる物品の区分に応じ当該各号に

規定する国又は地域（第 36 条の 3 第 1 項第 2 号、第 36 条の 4 第 2 号、第 51 条の

4 第 1 項第 2 号、第 51 条の 12 第 1 項第 2 号及び第 59 条第 1 項第 2 号において

「原産地」という。）をいう。 

 一 一の国又は地域において完全に生産された物品として財務省令で定める物品 

 二 一の国又は地域において、前号に掲げる物品以外の物品をその原料又は材料の全部

又は一部としてこれに実質的な変更を加えるものとして財務省令で定める加工又は

製造により生産された物品 

 

関税法施行規則 

（完全に生産された物品の指定） 

第 1 条の６ 令第 4 条の 2 第 4 項第 1 号（特例申告書の記載事項等）に規定する財務省

令で定める物品は、次に掲げる物品とする。 

 一  一の国又は地域（その大陸棚を含む。）において採掘された鉱物性生産品 

 二  一の国又は地域において収穫された植物性生産品 

 三  一の国又は地域において生まれ、かつ、成育した動物（生きているものに限る。） 

 四  一の国又は地域において動物（生きているものに限る。）から得られた物品 

 五  一の国又は地域において狩猟又は漁ろうにより得られた物品 

 六  一の国又は地域の船舶により公海並びに本邦の排他的経済水域の海域及び外国の

排他的経済水域の海域で採捕された水産物 

 七  一の国又は地域の船舶において前号に掲げる物品のみを原料又は材料として生産

された物品 



 八  一の国又は地域の船舶その他の構造物により公海で採掘された鉱物性生産品（第

１号に該当するものを除く。） 

 九  一の国又は地域において収集された使用済みの物品で原料又は材料の回収のみに

適するもの 

 十  一の国又は地域において行われた製造の際に生じたくず 

 十一 一の国又は地域において前各号に掲げる物品のみを原料又は材料として生産され

た物品 

 

（実質的な変更を加える加工又は製造の指定） 

第 1 条の７ 令第 4 条の 2 第 4 項第 2 号（特例申告書の記載事項等）に規定する財務省

令で定める加工又は製造は、物品の該当する関税定率法（明治 43 年法律第 54 号）別

表の項が当該物品のすべての原料又は材料（当該物品を生産した国又は地域が原産地

とされる物品を除く。）の該当する同表の項と異なることとなる加工又は製造（税関長

が指定する加工又は製造を含む。）とする。ただし、輸送又は保存のための乾燥、冷凍、

塩水漬けその他これらに類する操作、単なる切断、選別、瓶、箱その他これらに類する

包装容器に詰めること、改装、仕分け、製品又は包装にマークを付け又はラベルその他

の表示を張り付け若しくは添付すること、非原産品（一の国又は地域において生産され

た第 1 条の６に掲げる物品及び第 1 条の７に規定する加工又は製造がされた物品以外

の物品）の単なる混合、単なる部分品の組立て及びセットにすること並びにこれらから

のみ成る操作及び露光していない平面状写真フィルムを巻くことを除く。 

 

関税法基本通達 

(協定税率を適用する場合の原産地の認定基準) 

68－3－5 協定税率を適用する場合における輸入物品の原産地の認定については、令第4

条の 2 第 4 項、規則第 1 条の６及び規則第 1 条の７によるものとするが、これらの

規定による用語の意義等については次による。 

（1）令第 4 条の 2第 4項各号に定める、「一の国又は地域」とは、外国貿易等に関する

統計基本通達別紙第１(統計国名符号表）の国又は地域をいう。 

（2）物品の生産が二国以上にわたる場合は、令第4 条の 2第 4項第2 号及び規則第 1

条の７の規定を適用して原産地を決定するが、この場合、実質的な変更をもたらし、

新しい特性を与える行為を行った最後の国を原産地とするものとする。 

（3）規則第１条の６第 6 号から第 8 号に規定する「一の国又は地域の船舶」とは、当

該一の国又は地域の旗を掲げて航行する船舶とする。 

（4）規則第1 条の７に規定する「税関長が指定する加工又は製造」とは、次に掲げる製

造とするものとする。 

（イ）天然研磨材料について、その原石を粉砕し、かつ、粒度をそろえる加工 

（ロ）糖類、油脂、ろう又は化学品について、その用途に変更をもたらし、又その用

途を特定化するような精製 



（ハ）関税率表の第 6 部又は第 7 部の物品について、化学的変換を伴う製造 

（ニ）革、糸又は織物類について、染色、着色、シルケット加工、樹脂加工、型押し

その他これらに類する加工 

（ホ）単糸からの撚糸の製造 

 

（へ）関税率表の第 68.12 項又は第 70.19項に属する物品について次に掲げる製

造 

ⅰ 繊維からの糸の製造 

ⅱ 糸からの織物の製造 

ⅲ 繊維、糸又は織物からの衣類その他の製品の製造 

（ト）関税率表の第 71.01 項から第 71.04 項までに属する加工してない物品から

の当該各項に属する物品の製造 

（チ）合金にすること 

（リ）金属のくずから金属の塊の製造 

（ヌ）金属の板、シート又はストリップからの金属のはくの製造 

（ル）関税率表の第 71 類（貴金属に限る。）、第 74 類から第 76 類まで又は第 78

類から第 81類までに属する物品（インゴット、棒、線その他同表の第 72.03項、

第 72.05 項から第 72.17 項まで、第 72.28 項又は第 73.01 項から第 73.26

項までに掲げる物品の形状のものに限る。）の製造（ただし、同表の第 72.03 項、

第 72.05 項から第 72.17 項まで、第 72.28 項又は第 73.01 項から第 73.26

項までにおいて鉄鋼を当該製造の原料又は材料である金属に読み替えた場合にお

いて、当該製造前の物品と製造後の物品とが同一の項に属することとなる製造を

除く。） 

（ヲ）関税率表第 96.01 項又は第 96.02 項に属する加工品からの当該加工品と同

じ項に属する製品の製造 

（5）自国産以外の 2 種類以上の原料または材料（以下「原材料」という。）を使用した

製造において、当該原材料の中に当該製造後の物品に特性を与える重要な構成要素

となるものとそうでないものとがある場合において、重要な構成要素となる原材料

からみて、当該製造が令第 1 条の７に規定する実質的な変更を加える加工又は製造

（税関長が指定する加工又は製造を含む。）に該当するときは、当該製造は令第 1条

の７に規定する実質的な変更を加える加工又は製造（税関長が指定する加工又は製

造を含む。）とみなすものとする。 


